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藤野純一 

 1972年東京都国立市生まれ、大阪府吹田市育ち 

– 1972年 メドウス「成長の限界」 

– 1972年 国連人間環境会議「人間環境宣言」「環境国際行動計
画」→「国連環境計画」の設立（UNEP） 

– 1973年 第一次オイルショック 

地球の限界が語られ始めた時代 

 

 生まれながらにしてモノに不自由しない生活。 

 貧しさから豊かさに向かった高度経済成長の 

 過程を知らない。「北斗の拳」の時代でもない。 

 

 自分は豊かさのモノサシを持っているのだろうか？ 

Designed by Hajime Sakai 
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2008年2月1日、NHK地上デジタル放送茨城放送局「待ったなし！温暖化対策」  

NHK アナウンサー  

平野哲史さん 

日本野鳥の会 会長 

柳生博さん 



IPCC（Intergovernmental Panel on  

Climate Change: 気候変動に関する政府間パネル） 

• 気候変動（地球温暖化）について、何がどれくらいわ
かっているかを評価する。 

• 主体は各国政府であり、依頼された専門家が報告書
を作成する。 

• 自身では研究を行わない。 

• 政策判断を行わない。 

• 第5次評価報告書（AR5）を去年から今年に発表。 

 WG1: 科学的根拠（昨年9月にスウェーデンで発表） 

 WG2: 影響、適応、脆弱性（3月に横浜で発表） 

 WG3: 緩和策（4月にドイツで発表） 

 統合報告書（10月にデンマークで発表） 4 



温室効果ガス濃度と世界平均気温・ 
海面水位は20世紀に急激に上昇している 

(IPCC 第5次評価報告書より） 
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迫りくる温暖化（日本では？） 

出典：気象庁HP：日本の年平均気温， http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/temp/an_jpn.html 6 

 年平均気温は1989
～2013年のデータに
よると100年あたり約
1.14℃の割合で上昇 

 特に1990年以降，高
温となる年が頻出 

 2010の夏（6月～8
月）の平均気温は，
1898年以降の113
年間で第1位を記録 



青帯： 
自然要因 

のみ考慮したシ
ミュレーション 

赤帯： 
自然要因 

（太陽＋火山） 
＋人為要因 

（温室効果ガス
等）を考慮したシ
ミュレーション 

黒：観測結果 

20世紀半ば以降の世界平均気温上昇の半分以上は、
人為起源の要因による可能性が極めて高い (95%以上) 
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(IPCC 第5次評価報告書より） 



Figure SPM.5 
Radiative forcing estimates in 2011 relative to 1750 

All Figures © IPCC 2013 
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なぜ，地球温暖化に対して 
CO2の影響が大きいのか？ 

温室効果 

の増大 

水蒸気・雪氷 

・雲等の変化 

フィードバック 

1. 現在の大気の温室効果は６０％が水蒸気、２６％はCO2 

2. 人為的な活動での水蒸気増加は全体の１％に満たない 

3. 人為的なCO2排出により温度があがると水蒸気の量が増え温度
が上昇し、さらに水蒸気の量が増える。これがフィードバック。 

気温上昇 

国立環境研究所地球環境研究センター 

「ココが知りたい温暖化」で紹介 
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極端現象の過去および将来の変化 
現象及び傾向 20世紀後半に起

きた可能性 

人間活動の寄与

の可能性 

将来の傾向の可能性 

寒い日と寒い夜の頻

度減少 

可能性が非常に高

い 

可能性が非常に

高い 

ほぼ確実 

暑い日と暑い夜の頻

度増加 

可能性が非常に高

い 

可能性が非常に

高い 

ほぼ確実 

熱波の頻度が増加 いくつかの地域で

可能性が高い 

可能性が高い 可能性が非常に高い 

大雨の頻度が増加 増加地域が減少

地域より多い可能

性が高い 

確信度が中程度 中緯度と熱帯湿潤域

で可能性が非常に高

い 

干ばつの影響を受け

る地域が増加 

いくつかの地域で

可能性が高い 

確信度が低い 可能性が高い 

強い熱帯低気圧の数

が増加 

確信度が低い 確信度が低い どちらかといえば 

高潮の発生が増加 可能性が高い 可能性が高い 可能性が非常に高い 

(IPCC 第5次評価報告書より） 



世界平均気温上昇量はCO2累積排出量と比例 
→気温上昇上限から累積排出量上限が決まる 

CO2以外の効果も考慮

すると、産業化前からの
世界平均気温上昇を
様々な確率で2℃以内に
抑えるためには、 

>33% → 900GtC 

>50% → 820GtC 

>66% → 790GtC 

の累積排出量が上限と
なる。 

2011年までに、既におよ
そ515GtC排出している。 
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1870年からのCO2累積排出量 (GtCO2) 

1870年からのCO2累積排出量 (GtC) 
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(IPCC 第5次評価報告書より） 

CO2のみの場合 

CO2以外の効果 

を入れた場合 



ＲＣＰ（Representative Concentration Pathways) 

12 出典：http://www.jccca.org/ipcc/ar5/wg1.html 



気温上昇量と「懸念の理由」 

13 IPCC WG2 AR5 より 
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2050-2090の 
平均機構速度 

植物性昆虫 

霊長目 

肉食植物 

偶蹄類 

草木 

植生植物 

齧歯動物 

淡水軟体動物 

100 80 60 40 20 

RCP2.6 
平地及び 
世界平均 RCP8.5 

世界平均 

RCP4.5 
平地 

RCP6.0 
平地 

RCP8.5 
平地 

上限 

中央値 

下限 

種の最大移動可能速度 
(km/10年) 

http://ipcc-wg2.gov/AR5/press-events/press-

kit/ 

・21世紀に予測される気候変化速度と種の最大移動可能速度のどちらが大きいか 
・最大移動可能速度は適応の限界の一種と考えることができる 

適応の限界: 動植物の例 

 陸域・淡水域の生物種の大部分は，21世紀中およびそれ以降に予測される気候変化の下で絶滅リスク増加の可能性 
 生息地の改変・乱獲・汚染・侵入種といったその他ストレス因子と気候変化が相互作用する場合には特に大（高い確信度） 

 全てのRCPシナリオ下で絶滅リスクは増加．そのリスクは気候変化の大きさ・速度とともに増加．多くの種が，中～高程度
の気候変化速度（すなわちRCP4.5、6.0、8.5）の下では、21世紀中に、生育に適した気候を追って移動することが出来な
い可能性．低程度の気候変化速度（すなわちRCP2.6）の場合，この問題は軽減 

出典：IPCC第5次評価報告書第2作業部会政策決定者向け要約に基づき作成 











発電電力量の推移 
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原子力31%

石 炭 24%

一般水力8%

LNG 27%

石油等8%

新エネ等1%

揚水 1%

• 1960年前半までは水力発電のシェアが５割。その後石油火力が増え、1973年
には石油火力発電のシェアは７割 

• オイルショック以後、石炭火力、LNG火力、原子力の発電電力量が増加 

（出典）資源エネルギー庁「エネルギー白書」より作成 



発電電力量の推移 
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• 1960年前半までは水力発電のシェアが５割。その後石油火力が増え、1973年
には石油火力発電のシェアは７割 

• オイルショック以後、石炭火力、LNG火力、原子力の発電電力量が増加 
• 近年は原子力停止により、火力（特にLNG）発電量が大幅に増加し、2013年
度は約90%が火力 

（出典）資源エネルギー庁「エネルギー白書」、「電力調査統計」より作成。揚水発電を除く 
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石 炭 30%

LNG 44%

天然ガス 15%

水 力 8%

原子力 1%

再生可能エネ等
2%

（2013年度の構成比）
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石油 石炭 ガス 原子力 再エネ 

一次エネルギー
国内供給 （％） 

42.1 21.0 19.0 11.5 6.3 

発電量の 
割合（％） 

7.8 24.7 29.4 29.2 9.2 

出典：資源エネルギー庁、エネルギー白書2011（2012） 
（再エネには水力を含む） 

日本のエネルギー構成（2009年） 
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石油 石炭 ガス 原子力 再エネ 

一次エネルギー
国内供給 （％） 

44.3 23.4 24.5 0.7 7.2 

発電量の 
割合（％） 

18.3 27.6 42.5 1.7 10.0 

出典：資源エネルギー庁、総合エネルギー統計 
（再エネには水力を含む） 

日本のエネルギー構成（2012年） 



経済成長とエネルギー消費量 

（出典） 日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成 
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※toe：原油換算トン 
（出典）IEA: Energy Balances OECD Countries, Energy Balances of non-OECD Countries, CO2 Emission from Fuel Combustion より作成 

ロシア（４） 
７．３億toe 

１１．７ｔ／ＣＯ２ 

韓国（８） 
２．６億toe 

１１．８ｔ／ＣＯ２ 

カナダ（１０） 
２．５億toe 

１５．４ｔ／ＣＯ２ 

ドイツ（６） 
３．１億toe 

９．１ｔ／ＣＯ２ 

フランス（９） 
２．５億toe 

５．０ｔ／ＣＯ２ 

インド（３） 
７．５億toe 

１．４ｔ／ＣＯ２ 

中国（１） 
２７．４億toe 

５．９ｔ／ＣＯ２ 

ブラジル（７） 
２．７億toe 

２．１ｔ／ＣＯ２ 

米国（２） 
２１．９億toe 

１６．９ｔ／ＣＯ２ 
日本（５） 
４．６億toe 

９．３ｔ／ＣＯ２ 

世界主要１０か国の１次エネルギー消費量（上段）と 
一人当たりのエネルギー起源ＣＯ２排出量（下段） 

（数値は2011年値） 



中央環境審議会 地球環境部会 2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成 

家庭で使われている 
エネルギー機器 



緊急設置電源 

電力需給の行方 

化石燃料 
 

水力 
 

原子力 
 

再エネ 

原子力 
事故 

3.11直後 

省エネ 

化石燃料 
 

水力 
 

原子力 
 

再エネ 

以後1,2年 

継続的な
省エネ 

 
再エネ 
拡大 

その他 

需要 

これから 

ネガワット 

供給 

• 省エネ・再エネがカギとなる 
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1. 快適さを逃さない住まいとオフィス 
  建物の構造を工夫することで光を取り
込み暖房・冷房の熱を逃がさない建築物
の設計・普及 

2. トップランナー機器をレンタルする暮らし 
  レンタル･リースなどで高効率機器の初期
費用負担を軽減しモノ離れしたサービス
提供を推進 

3. 安心でおいしい旬産旬消型農業 
  露地で栽培された農産物など旬のもの
を食べる 生活をサポートすることで農
業経営が低炭素化  

4.森林と共生できる暮らし 
  建築物や家具・建具などへの木材積極
的利用、 吸収源確保、長期林業政策で
林業ビジネス進展  

8.カーボンミニマム系統電力 
  再生可能エネルギー、原子力、CCS併設
火力発電所からの低炭素な電気を、電力
系統を介して供給 

9. 太陽と風の地産地消 
  太陽エネルギー、風力、地熱、バイオ
マスなどの地域エネルギーを最大限に活
用 

10. 次世代エネルギー供給 
  水素・バイオ燃料に関する研究開発の
推進と供給体制の確立 

5. 人と地球に責任をもつ産業・ビジネス 
  消費者の欲しい低炭素型製品・サービ
スの開発・販売で持続可能な企業経営を
行う  

12. 低炭素社会の担い手づくり 
  低炭素社会を設計する・実現させる・
支える  人づくり 

民生
部門 

(全ての部門) 

56～48 百万tC削減 

11. 見える化で賢い選択 
  CO2排出量などを「見える化」して、
消費者の経済合理的な低炭素商品選択
をサポートする 

6. 滑らかで無駄のないロジスティクス 
   SCMで無駄な生産や在庫を削減し、産
業で 

 作られたサービスを効率的に届ける 

7. 歩いて暮らせる街づくり 
  商業施設や仕事場に徒歩・自転車・公
共交通機関で行きやすい街づくり 

運輸部門 

44～45 百万tC削減 

95～81 百万tC削減 30～35 百万tC削減 

産業部門 エネルギー転換部門 

(全ての部門) 

低炭素社会実現に向けた12の方策 



（出典）IEA: Energy Balances OECD Countries, Energy Balances of non-OECD Countries, CO2 Emission from Fuel Combustion より作成 

ロシア（４） 
６．５％ 

１０．８ｔ／ＣＯ２ 

韓国（１０） 
２．３％ 

１０．６ｔ／ＣＯ２ 

カナダ（８） 
２．５％ 

１５．４ｔ／ＣＯ２ 

ドイツ（６） 
３．２％ 

９．２ｔ／ＣＯ２ 

フランス（７） 
２．６％ 

５．５ｔ／ＣＯ２ 

インド（３） 
６．８％ 

１．４ｔ／ＣＯ２ 

中国（１） 
２２．６％ 

５．１ｔ／ＣＯ２ 

ブラジル（９） 
２．４％ 

１．７ｔ／ＣＯ２ 

米国（２） 
２１．６％ 

１６．９ｔ／ＣＯ２ 
日本（５） 
４．７％ 

８．６ｔ／ＣＯ２ 

世界主要１０か国の１次エネルギー消費量（上段）とエネ
ルギー起源の一人当たりＣＯ２排出量（下段） 

（数値は2009年値） 



 

JB CITY CENTRE 
 
 
NUSAJAYA 
 
 
WESTERN GATE 
DEVELOPMENT 
 
 
EASTERN GATE 
DEVELOPMENT 
 
 
SENAI-SKUDAI 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 At the heart of South 
East Asia and within 
minutes from Singapore 

 Strategically located at 
the cross roads of East-
West trade lanes 

 Midway between the 
growing economy of 
China and India 

イスカンダル・マレーシアにおける取組 
（Iskandar Malaysia） 

 マレーシアのジョホール州南部の経済開発地域 
 2006年に、2025年までの南ジョホール経済地域 
（その後、イスカンダル地域と名称変更）総合開 
発計画(CDP、2012年に改定)を策定しており、 
これが開発にあたっての基本文書となっている 

 人口：135万人（2005年）→310万人（2025年） 
 経済成長率：年率8%を計画 
 経済開発に焦点を置き、低炭素社会への配慮は入っていなかった。 

 

32 アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 

http://www.iskandarmalaysia.info/cdp_toc.htm


アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 33 

イスカンダル地域での低炭素社会シナリオ 

イスカンダル地域の低炭素社会ビジョン 

• 2025年のイスカンダル地域総合開発計画

の社会経済目標のもとで低炭素社会ビ
ジョンを構築 

• 対策シナリオではBaUからGHG排出量を
40％削減(GDPあたり排出量は2005年か
ら58％削減)するのを目途とした 

• 低炭素対策 

 高エネルギー効率機器の普及率50% 

 省エネ行動によりエネルギーサービス需要
を10～20％削減 

 自家用車の35%をバス、鉄道、自転車、徒
歩にシフト 

 電力の4.4%を再生可能エネルギーに 

 3Rの実施 

 28000haを植林または森林保全 等 

 

 

 



本プロジェクトにおける研究展開と政策展開の関わり（抜粋） 
（２０１１年７月から２０１５年６月末までの予定） 

シミュレーションモデルに 
よるビジョン同定 

研究メンバーが中心と
なった１２の方策作成 

行政メンバーが中心と
なり（短期的に実現す
る）１０の行動計画作成 

研究メンバーによる 
施策ロードマップ作成 

その間、研究者、行政、ビジネス、 
NGO等のステークホルダーと議論 

２０１２年１１月 
ＣＯＰ１８で公表 

２０１３年１１月 
ＣＯＰ１９で公表 

２０１１年１２月 
ＣＯＰ１７で公表 

研究展開 
• 政策評価・シミュレーションモデルの現地適応とそれ

に基づいた低炭素社会ビジョン・ロードマップのデザ
イン 

• 政策立案の過程に基づいた低炭素社会政策策定マ
ニュアル作成 

• 実行計画への差し渡しを念頭においた政策デザイ
ンの改良 

政策展開 
• アジア地域各機関と連携した、イスカンダル地域で

の経験に基づいたシナリオ社会実装化のアジア展
開 

• 日本の自治体（京都市、北九州市等）と当該地域と
の連携による低炭素社会潮流の強化 

• 日本中央政府の動き（環境未来都市、JCM案件等と
の連携 

• ＣＯＰや世界の都市のネットワークによる連携 

２０１４年３月 

マレーシア政
府の承認委員
会による公式
根拠の付与 
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満足度 ×         ×                 ×                     
サービス      エネルギー消費量          CO2排出量 

  満足度               サービス          エネルギー消費量 

必要な 
明るさの 
見直し 

自然の光を取り込
みやすい構造の
家を建てる等 

ＬＥＤにすれば 
白熱灯の約10分の1の 
エネルギーで同じ明るさ 

再生可能エネルギーを
使えばCO2排出量は 

少なくなる 

エネルギーから得られる満足度を見直してみる 

＝  CO2排出量 

未来の可能性を想像する 



未来の可能性を 
広げられるのも 
狭めるのも 
私たち 

 
 
 

低炭素社会は 
みんなで創れる 


